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研究成果の概要（和文）：新興国戦略に関する研究の通説は、BOPビジネスと中間層ボリュームゾーン戦略である。本
研究は、インドのエアコン市場をもとに通説を調べる。結論として通説は正しくない。実態は通説の反対である。日本
企業は、ボリュームゾーン戦略ではなく、富裕層と中間層上位をターゲットにする「プレミアムゾーン戦略」をとる。
その結果、中間層の消費者からも購入意欲（憧れや購入願望を含む）を引き出すことに成功している。

研究成果の概要（英文）：In international business studies, popular theory of global firms strategy for 
emerging countries is BOP (Bottom of Pyramid) business and MOP (Middle of Pyramid) Volume-zone strategy. 
My study examines this common view by analyzing air conditioner market in India. In conclusion, the 
common view is incorrect. Strategy of Japanese companies is the opposite of common view. For example, 
Japanese air conditioner business in India doesn't focus on MOP Volume-zone but TOP (Top of Pyramid) and 
upper middle class. This study calls their focus Premium-zone. Survey analysis for Indian consumer 
indicates that Premium-zone strategy makes Japanese companies a success to have consumers willingness to 
buy thier product. Middle class consumers also have an admiration for Japanese premium product.

研究分野：経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1)1990 年代後半、BRICs において、従来は
消費者として捉えられていなかった BOP（下
位層）の人々が多様な消費を始めていた。し
かし、先進国企業は新興国の小さな富裕層市
場に限定したビジネスをおこなっていた。中
間層や下位層を市場化することができれば、
企業は新たな成功を得ることができる。
Prahalad(2010)は BOP 研究の創始者であり、
企業の多数の取り組みをまとめている。 
 
(2)日本では、特にリーマンショック後、成
長市場として、新興国市場が注目されるよう
になった。しかし、日本企業による新興国事
業も富裕層ニッチにとどまっていた。また、
新興国市場最大の中間層（ボリュームゾー
ン）の攻略において、韓国 LG や Samsung に
遅れをとっていた。当時の日本企業の現状と
課題は、新宅(2011)に詳しい。また、天野
(2010)は、日本企業における中間層ボリュー
ムゾーン開拓の分析枠組みを提示している。
先進国市場を上位市場とすると、新興国中間
層は下位市場である。分析枠組みでは、下方
移動のための資源展開を論じている。 
 
(3)一方、2000 年代の中盤頃から、中国、イ
ンドなどの新興国企業が先進国企業の競争
相手として力をつけてきた。また、新興国市
場において多国籍企業がイノベーションに
取り組む現象も注目されるようになった。新
興国を起点とし、先進国にもたらされるイノ
ベーションが起き始めたのである。これは先
進国から新興国にもたらされてきたイノベ
ーションの流れとは逆である。Govindarajan 
& Trimble(2012)は、これをリバース・イノ
ベーションと呼び、事例研究をしている。こ
の研究は、日本でも、研究者にとどまらず実
務家にも注目された。 
 
２．研究の目的 
 
(1)本研究の目的は、日本企業による中間層
市場攻略の実態をリバース・イノベーション
の観点から明らかにすることである。本研究
に先立って進めていたエアコン企業の海外
調査を強化する形で、研究を企画した。 
 
(2)本研究のスタートにおいて、インド市場
でエアコン事業を展開する企業の製品デー
タベースを作成した（24 社 1,871 モデルの小
売価格と製品仕様）。その結果、日本企業は
ハイエンド商品を中心とし、リバース・イノ
ベーションを重視していないことがわかっ
た。研究企画の失敗か、日本企業は中間層や
下位層を重視していないという発見の可能
性があった。研究目的を転換し、BOP ビジネ
スと中間層ボリュームゾーン戦略の通説は
そもそも正しいのかを調べることにした。 
 

３．研究の方法 
 
(1)研究方法の第一は、前述の製品データベ
ースの作成を毎年おこない、各社の製品ライ
ンナップを調べることである。研究の 2年目
は、10 社に限定し、当初よりも体系的、詳細
に調べることにした。10 社 418 機種の分析を
おこなった。3年目は、13社 631 機種に分析
に拡張した。製品情報の収集は、インターネ
ットを活用した。小売価格は CompareIndia
から、製品仕様については各社のインド公式
HP から集めた。 
 
①製品ラインアップの分析には、手法を構築
する必要があった。2 つの古典的な統計手法
を組み合わせ、各社の製品ラインナップを相
対的、統合的に分析する方法を作った。相対
的、統合的というのは、ある企業がハイエン
ドとして販売する商品でも、他社と比べると、
低価格・低品質のローエンドの商品かもしれ
ない。そのため、対象企業の製品を一括して
分析し、相対的に明らかにする。統計手法は、
ヘドニック回帰分析とクラスタ分析である。 
 
②ヘドニック回帰分析は、価格を被説明変数
とし、品質（個々の性能や機能）を説明変数
とする。尺度や次元の異なる品質を価格換算
で推計し、個々を合計して製品の品質を求め
る。次に、価格と品質のデータをクラスタ分
析によって、3 つのグループに分ける。高価
格・高品質（富裕層向けのハイエンド）、中
価格・中品質（中間層上位向けのミドルレン
ジ）、低価格・低品質（中間層下位向けのロ
ーエンド）である。これにより、各社 3つの
カテゴリに何パーセントの製品を配置して
いるのかを明らかにすることができる。 
 
(2)研究方法の第二に、インドで現地調査を
おこなった。その一つ目は、企業へのインタ
ビュー調査である。インド企業 1社、日本企
業 2社にインタビューをした。二つ目は、エ
アコンの小売店調査である。ムンバイ、グル
ガオン、デリーの合計 12 の小売店に訪問し
た。小売店では、展示しているルームエアコ
ンの企業ブランド名、冷房容量、省エネ性能、
小売価格をメモした。以上の現地調査は、製
品データベースの分析確認を目的とする。 
 
(3)研究方法の第三に、インドで消費者アン
ケート調査を行った。日本企業は、富裕層や
中間層上位に向けたハイエンド商品を中心
にしている。ではこれらの層の消費者は、日
本企業の製品をどのように評価しているの
だろうか。ニューデリーの複数のショッピン
グモールとマーケットを巡回し、対面で 2枚
のアンケートに回答してもらうことにした。
最終的に、富裕層 46 人、中間層上位 54 人、
中間層下位 48 人、合計 148 人からの回答を
得て分析を進めた。 
 



４．研究成果 
 
(1)新興国戦略の通説、BOP ビジネスと中間
層ボリュームゾーン戦略はそもそも正しい
のか？この問いに対する結論は次である。通
説は正しくない。実態は通説の反対である。 
 
(2)結論の根拠となる分析結果をまとめる。
日本企業はボリュームゾーン戦略ではなく、
「プレミアムゾーン戦略」をとる。この戦略
は富裕層と中間層上位をターゲットとする
高付加価値商品を展開し、消費者の購入意欲
（憧れや購入願望を含む）を引き出す。一方、
ボリュームゾーン攻略を重視してきた日本
企業は苦戦している。考察によると、本国に
先端技術（高付加価値の源泉）をもつ日本企
業にはプレミアムゾーン戦略が適している。
以下、4パートで具体的な分析結果を記す。 
 
①小売価格の推移と販売シェア：まずダイキ
ンと日立のルームエアコンの小売価格（中央
値）は、近年、4 万ルピーと高価格帯に位置
している。一方、パナソニックはボリューム
ゾーン商品を多く展開し、3 万ルピー前半に
あった。しかし 2014 年にはその商品を減ら
し、3 万ルピー後半にラインナップを変えて
いる。これら日系の 2015 年の販売シェアは
各社 10％ずつで合計 30％ほどある（販売シ
ェアは富士経済（2016）を参照。台数ベース）。
一方、インド大手 Voltas、韓国 LG と Samsung
は、3万ルピー前半で推移している。2015 年
の販売シェアは Voltas と LG がそれぞれ約
20％、Samsung が 10％ほどある。 
 
②製品ラインの分析結果：2015 年 10 月の 13
社 631 製品について、企業レベルの品質-価
格のプロットが図 1である。13 社に含まれる
日本・韓国・中国の企業はインドでエアコン
を生産している。図 2は、基本性能だけでは
捉えられない品質を企業ダミー変数によっ
て測定している。低価格帯に多数の機種が集
中しているため、価格は Box-Cox 変換してい
る。図の縦軸は Box-Cox 変換価格、横軸は製
品品質レベルをあらわしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 基本性能にもとづく品質-価格プロット 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 企業ダミー調整品質-価格プロット 
 
日本企業はハイエンドに位置する。一方、ミ
ドルレンジとローエンドには、多数の企業が
ある。インド企業、韓国企業、中国企業はこ
の2つのゾーンに集中し、混戦になっている。
製品ラインの状況は、クラスタ分析の結果と
して表 1に示す。クラスタリングは、価格と
品質の相関を考慮し、マハラノビス距離を用
いた K-means 法による。日本企業 3社は、ハ
イエンドに 4割から 7割近くの製品を集中さ
せている。なお、ボリュームゾーン戦略をと
ってきたパナソニックは、比較的ミドルレン
ジにも商品を置いている。 
 

表 1 製品ラインの状況 

 
③消費者調査結果：2016 年 2月、インドの消
費者 148 人にアンケートを実施した。上述の
13 社の品質イメージとエアコン購入候補の
好みを回答してもらった。7 所得階層のいず
れかにチェックを入れてもらい、富裕層、中
間層上位、中間層下位に分類して集計した。
品質イメージと好みはそれぞれ3点尺度とし、
両者を合算して「購入意欲」を測定した
（Cronbachα=0.823、合算により 2～6 点を
とる）。品質イメージがよく、購入候補とし
て好ましいとする場合、購入意欲が高いと考
えることができる。この購入意欲には、所得
が上がったら購入したいという憧れや願望

企業名(国籍) 製品クラスタ 

ハイエンド ミドルレンジ ローエンド 

Hitachi (日本) 65% 33% 2% 

Daikin (日本) 61% 28% 11% 

Panasonic(日本) 45% 45% 10% 

Godrej (インド) 7% 67% 27% 

Samsung (韓国) 22% 54% 24% 

LG (韓国) 22% 53% 25% 

BlueStar (インド) 24% 52% 24% 

IFB (インド) 13% 50% 38% 

Voltas (インド) 20% 43% 37% 

Videocon (インド) 0% 20% 80% 

Haier (中国) 4% 21% 75% 

Lloyd (インド) 2% 27% 71% 

Onida (インド) 10% 28% 62% 



を含んでいる。分析の結果は次である。【プ
レミアムゾーン戦略での成功企業】購入意欲
において、日立とダイキンは富裕層を最大に、
中間層全域でも高水準の購入意欲を引き出
すことに成功していた。【ボリュームゾーン
戦略での成功企業】韓国企業 2社は、中間層
下位の購入意欲を最大とし、所得階層が上が
ると購入意欲は低下していた。【ボリューム
ゾーン戦略での苦戦企業】従来、ボリューム
ゾーン攻略を進めてきたパナソニックに対
する購入意欲は低かった。韓国企業と同じパ
ターンで、この企業も中間層下位の購入意欲
が最大であった。しかし全ての所得階層で韓
国企業に負け、インド Voltas と BlueStar に
富裕層と中間層上位で負けていた。このデー
タは、ボリュームゾーン戦略での苦戦とプレ
ミアム転換の困難を示している。 
 
④購入意欲と製品戦略の関係：前掲の表 1の
データをもとに、ハイエンドとミドルレンジ
への製品ラインの集中度（ハーフィンダール
インデックス HHI、プレミアムゾーン集中度）、
ミドルレンジとローエンドへの集中度（HHI、
ボリュームゾーン集中度）を求めた。そして、
これとアンケートで得た各社に対する購入
意欲との関係を分析した。13 企業 3所得階層
をサンプルとした。プレミアムゾーン集中度
と購入意欲の相関係数は0.7を越える（図3）。
逆に、ボリュームゾーン集中度と購入意欲の
相関はマイナス 0.7 を越える（図 4）。下記の
図の縦軸は、消費者の購入意欲の水準を示し
ている。なお、企業特性と所得階層で制御し
た重回帰分析によると、プレミアムゾーンへ
の集中は購入意欲を高める。一方、ボリュー
ムゾーンへの製品の集中は購入意欲にマイ
ナスの影響をおよぼす。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 プレミアムゾーン戦略と購入意欲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4 ボリュームゾーン戦略と購入意欲 

 

(3)考察をまとめる。日本企業のうち、とく
にプレミアム上位2社はハイエンドを中心と
し、下位市場に向けた製品は少ない。苦戦企
業の実態からも、下位市場へのフォーカス
（低コスト、大量生産、価格競争）は日本企
業の競争力のタイプに適さないと考える。一
方、日本企業は国内で先端デバイスや要素技
術を開発している。その開発成果をプレミア
ムゾーンに展開できる。以上をもとに、日本
企業にはプレミアムゾーン戦略が適してい
ることを結論づける。 
 
(4)研究のオリジナリティーは 3 点ある。第
一に、個別企業の製品事例ではなく、複数の
企業レベルで分析している。先行研究は中間
層市場向けた製品開発の成功事例を蓄積し
ている。しかし、競合を含めた企業レベルの
研究はほとんどない。第二に、本研究は、通
説の下位市場とは反対の上位市場に注目し
ている。第三に、消費者アンケートをもとに
戦略の有効性（成功と苦戦の両方）を明らか
にしている。とくに苦戦の実態を示した研究
は少ない。学術的な貢献は、分析対象の日本
企業はボリュームゾーン戦略ではなく、プレ
ミアムゾーン戦略をとる実態と、その戦略効
果を明らかにしたことである。国際ビジネス
の研究分野では、現在でも、通説はボリュー
ムゾーン戦略である。たとえば、天野倫文・
新宅純二郎・中川功一・大木清弘編(2015)『新
興国市場戦略論：拡大する中間層市場へ・日
本企業の新戦略』でも、中間層ボリュームゾ
ーンの開拓を提案している。しかし、本研究
はプレミアムゾーン戦略こそが日本企業に
適していることを主張したい。そのためにも
今後、本研究の結論の一般化を検討しつつ、
論文発表を進める必要がある。 
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